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いくしあ”の取組

いくしあ推進課
児童相談所設置準備担当
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子どもの学びや育ちを総合的に支援する

”ひと咲きプラザ”を設置（2019年10月完全オープン）

2 あまがさき・ひと咲きプラザ

あまがさき・ひと咲きプラザ
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・教育相談

ユース交流センター
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・学びと育ち研究所

・生涯、学習！推進課

・子どものための人権擁護
委員会事務局
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・尼崎こども家庭セン
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虐待や不登校、発達障害など課題や困

難を抱える子どもたちと家庭に寄り添

い、支えるための総合施設。児童福祉

法上の「子ども家庭総合支援拠点」と

して設置。（2019年10月開設）

3 子どもの育ち支援センター”いくしあ”

子どもの育ち支援センター

子どもファースト
0歳から概ね18歳の子どもが主体とな

る支援

縦の連携
子どもの年齢に応じた切れ目のない継

続的な支援

横の連携
福祉・保健・教育などが連携した総合

的な支援

基本コンセプト

■2026年に市の児童相談所を開設予定

現在、尼崎市には兵庫県が設置した児童

相談所（尼崎こども家庭センター）があ

るが、R8年にひと咲きプラザ内に市の

児童相談所を開設を目指して、現在準備

中。



4 子どもの育ち支援センター”いくしあ”

いくしあの支援機能

総合相談

0歳から概ね18歳の子どもと

家庭の相談に一元的に対応

家庭児童相談支援

虐待など養育上の支援を必要

とする子どもや家庭への支援

発達相談支援

発達障害など発達に特性のあ

る子どもたちへの支援

教育相談・不登校支援

学校や教育に関する相談支援、

不登校の子どもへの支援



5 子どもの育ち支援センター“いくしあ”

子どもの育ち支援センター

子
ど
も
の
育
ち
支
援
セ
ン
タ
ー
所
長
（
1

名
）

〇いくしあ推進課（28名）

・全体調整 ・施設管理

・総合相談 ・発達相談

〇児童相談所設置準備担当（15名）

・市児童相談所の設置準備

・関係機関への職員派遣（10名）

〇こども相談支援課（26名）

・家庭児童相談 ・児童虐待対応

・青少年ひきこもり相談

〇こども教育支援課（市教委）（42名）

・教育相談 ・不登校支援

・ほっとすてっぷ（不登校通所支援）

■主な職種

医師・保健師・言語聴覚士・作業療法

士・保育士

社会福祉士・精神保健福祉士・公認心

理師・臨床心理士

SSWを通じて市教委・学校園と連携

（R4.6.1現在）

■主な職種

児童ケースワーカー 16名

うち統括担当 2名 北部担当 8名

南部担当 6名

スーパーバイザー（SV） 6名

総括・北部・南部に各2名ずつ配置

■主な職種

スクールソーシャルワーカー 9名

指導主事・臨床心理士・こども自立支

援員（ほっとすてっぷ担当）



市の南北に所在し、保健、福祉に関

する業務を行う。ここに児童CWが

常駐し、業務を行っている。

6 南北保健福祉センター

南北保健福祉センター

〇保健福祉管理課

生活保護業務

〇福祉相談支援課

介護保険、高齢者福祉、保育所入所、

困りごと相談、職業紹介など

〇障害者支援課

身体・知的障害者(児)に対する支援

〇地域保健課

乳幼児健診、母子保健、精神保健

主な業務・機能

南部保健福祉センター
児童SV2名 児童CW6名

北部保健福祉センター
児童SV2名 児童CW8名

いくしあ
児童SV2名
児童CW2名



〇いくしあと南北保健福祉センターに、それ

ぞれこども家庭センター機能を設置する。

〇いくしあと南北保健福祉センターの所長が、

こども家庭センター長を兼職。いくしあのこ

ども相談支援課長と、南北保健福祉センター

に新たに配置する南北こども家庭支援担当課

長(仮称)が、統括支援員を兼職。

〇支援体制の強化により、支援の充実を図る。

7 こども家庭センター

こども家庭センター

〇母子保健と児童福祉の各機能におけるケース

対応

〇統括支援員による一体的支援に向けた母子保

健と児童福祉機能間の調整

〇合同ケース会議の開催

〇サポートプランの作成・評価・更新

〇一体的支援の実施

主な業務・機能

南部保健福祉センター

北部保健福祉センター

いくしあ

母子保健と児童福祉の一体的な相談支援
（2024年4月施行）



8 不登校支援の取り組み

教育委員会が中心となり不登

校の子どもたちの支援を実施

不登校の子どもの支援

公設民営フリースクールの設置

ひと咲きプラザ内に設置されている

不登校の子どもたちの居場所”ほっと

すてっぷEAST”に加えて、公設民営

の”ほっとすてっぷWEST””ほっとす

てっぷSOUTH””ほっとすてっぷオン

ライン”を開設。

認定フリースクールガイドライン

学校において出席認定を行うことが

できる民間施設等のガイドラインを

策定。現在、1７機関が認定されて

いる。（2023.12現在）

ほっとすてっぷEAST



9 子どもの育ち支援システム

住民記録システム

ID・住所・氏名・世帯構成 など

保健衛生システム

ID・健診履歴・予防接種記録 など

税務総合システム

ID・所得・扶養状況 など

生活保護システム

ID・生活保護受給有無 など

障害福祉総合システム

ID・障害種別・等級 など

子ども・子育て支援制度システム

ID・保育所・幼稚園 など

学齢簿管理システム

ID・学校名 など

児童扶養手当システム

ID・児童扶養手当受給状況 など

子どもの育ち支援システム

子どもの育ち支援センターの発足に向け、ワンストップで漏れなく子どもの情報

を把握し、支援につなげるため、下記の8つのシステムと連携した支援システムを

構築。（2019年4月）

子どもの育ち支援センターが実施した支援内容等も記録し、各課が横断的に情報

を把握し、支援を行うことにもつながっている。

▲主キーとしては住民記録システムで自動採番された11桁の「統一コード」を利用している。



10 子どもの育ち支援システム

システムの活用方法

子ども情報の閲覧

子どもの育ち支援センター職員が支援を要する児童に関

して、氏名等で検索を行い、当該児童の情報を閲覧する。

（子どもの育ち支援センター職員のうち、直接的支援に

従事する職員に閲覧権限を付与）

支援情報の記録

子どもの育ち支援センターで行った面談、検査、診察、

その他の支援についての情報を各課が入力する。入力さ

れた情報については当該課の職員が閲覧可能。

学校等への情報提供

システムの情報を印刷等して学校など他機関に提供する

ことはできないが、スクールソーシャルワーカー

（SSW）がシステムの閲覧権限を持っているため、学校

にはSSWが必要な情報提供を実施。

育ち支援システム

閲覧 入力

SSW・CW

閲覧 入力

いくしあ職員
児童ケースワーカー

医師・心理士等

協議

学校・要保護児童
対策地域協議会構
成機関 など

連携



11 データ連携実証事業の実施

国のデータ連携実証事業への参画

「こどもに関する各種データの連携による支援実証事業」を令和4･5年度で実施。

本市が有するこどもデータを連携

市長部局、教育委員会がそれぞれに管理するデータを統合した新システムを構築。

リスクポイントの活用によるプッシュ型支援

こどもや家庭の状況に応じた

リスクポイントを予め設定し、

その判定に基づき虐待、不登

校等のこどもの諸課題を早期

発見し、未然予防やプッシュ

型支援につなげる。

(効果検証中)

就学時検診データの活用

就学時検診の結果をデータ化

し、学校現場やいくしあでの

支援に活用を図る。(開発中)



・児童虐待相談件数の大幅な増加

H2８年：388件 ⇒ R4年：871件

・市としていくしあとの一貫した支援

を行う必要性

１２ 児童相談所

設置の背景等

いくしあとの一体的な運営
・保有する情報の一元化

・共通の支援方針による支援

一人ひとりによりそった支援

・子ども自身の声をしっかり聴き、子ども

自らも相談しやすい児童相談所へ。

・自立までの柔軟な支援プランの策定

支援策の充実と専門性の確保
・虐待等によって傷ついた子どもの心のト

ラウマに配慮できるなど高い専門性を確保

する。

尼崎らしい児童相談所

課題等

■2026年に市の児童相談所機能を有

するいくしあ新館を開設予定
・現在、尼崎市には兵庫県が設置した児童相

談所（尼崎こども家庭センター）があるが、

R8年にひと咲きプラザ内に市の児童相談所

の開設を目指して、現在準備中。

・部署を超えて連携できる支援体制を目指し、

いくしあ新館では、いくしあと児童相談所の

ワンフロア化を予定。

現状

・人材の確保と育成

・一貫した支援・連携による支援の実施に

つながる組織体制・業務フローの検討

・適切な支援が実施できる施設整備 など



1

あまがさき子ども・子育てアクションプラン

～「働く」も「子育て」も応援するまち～

令和5年11月28日

尼崎市長 松本 眞



2

働きやすいまち・尼崎

尼崎は市内に13もの駅があります。まちじゅうにはバス路線が張り巡らされ、

市内の移動も、市外への移動もとても便利。

そして近隣には大都市もあり、市内にも多くの働く場があります。

もっと子どもと過ごす時間を

働く場所と家が近くなれば、もっと子どもと過ごす時間を増やすことができます。

子育ての負担が減れば、もっと子どもと向き合うことができます。

働きやすいまち・尼崎は、子育てしやすいまちを目指します。

「働く」も「子育て」も応援するまち

尼崎市が目指すのは単に「子育てしやすいまち」というだけではなく、

「働く」も「子育て」もしやすいまち。

働きながら、しっかりと子どもを育てることができる。

そんなまちを創ります。



3

子ども・子育てアクションプランの背景

3



大きく変化する子育て世帯の状況
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共働き世帯等の推移（全国）

専業主婦世帯 共働き世帯

出所 厚生労働省「令和2年版 厚生労働白書」

（万世帯）

■増加する共働き世帯と核家族

専業主婦世帯の割合が減少するとともに、共働き世帯の割合が増

加し、1990年代を境にその差は拡大している。

核家族も増加し、親の子育て負担は増大している。

差
は
拡
大
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出所 国勢調査をもとに本市で作成



子育て世帯の負担と不安

5

出所 国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」
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■出産・子育て対する負担感

夫婦が理想の数の子どもを持たない理由では、「子育てや

教育にお金がかかりすぎるから」「育児の心理的、肉体的

負担に耐えられないから」等の理由が多い。
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子育て世帯の経済的負担

6

出所 総務省「令和4年家計調査（家計収支編）」

■教育費の負担

子どもの教育にかかる費用は年額で小

学生35万円、中学生54万円と高額。

学校教育費は年齢が上がるにつれ増加

傾向。中学校では学校外活動費もピー

クに。

■子育て世代に特有の負担

子育て、教育にかかる費用はおおむね

30歳代から50歳代にかけて発生。

→子育て世代の経済的負担を軽減する

ことが重要。
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出所 文部科学省「令和3年子供の学習費調査」
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子育て世帯の時間的負担

7

■家事・育児に要する時間

労働時間の長さに加え、家事・育児にかける時間が長く、子育て

世帯の時間的負担が大きい。共働きによる労働時間の増加も見込

まれる中、子育ての時間的負担の軽減が急務。

出所 内閣府「男女共同参画白書 令和2年版」 出所 内閣府「男女共同参画白書 令和2年版」



子育て世帯の心理的負担

8

■子育て環境に対しての不安

諸外国と比較し、子どもを生み育てやすいと思う割合が低い。

小学生の保護者、就学前児童の保護者のいずれも約半数が子育て

に何らかの不安や負担を感じている。

子育ての不安や悩みについて

出所 令和２年度「少子化社会に関する国際意識調査」

「子供を生み育てやすい国だと思うか」

出所
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尼崎市の持つポテンシャル

9



高い交通利便性

10

市内に駅が13か所
神戸・大阪・京都・奈良へ乗換なし！

神戸

大阪

尼崎

関空

20分 6分

65分
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JR尼崎駅北側の整備

変化しつつある駅前の景色

■駅前の開発が進み、まちのイメージが向上

駅前の工場跡地などの開発により、駅前の景色が変わりつつあ

り、まちのイメージが大幅に向上。

JR塚口東側の整備 阪神出屋敷駅北側の改修
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利便性と地価のバランス

堺市
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尼崎市より安いが、遠い

尼崎市より高くて、遠い

（万円／㎡）

（分）

大阪までの所要時間と公示地価

■大阪に近くて地価も手頃

大阪への所要時間が短いにも関わらず、地価は近隣市と比

べて手頃で、利便性と地価のバランスがよい。

※公示地価は住宅地の平均値（資料：国土交通省）
※各市役所の最寄り駅を正午に出発し「大阪駅(JR)」「大阪梅田駅(阪急)」「大阪梅田駅(阪神)」
のうち最も所要時間が短い駅までの所要時間（資料：Yahooマップ）本市調べ

近い 遠い

手
頃

高
い
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全小学校に導入された
電子黒板

大きく変わった尼崎の教育・子ども支援

■学校環境も大きく変わり学力も全国並みに

学力も全国平均と並び、ICTなどを活用した先

進的な学びを実践。

インクルーシブ教育や不登校の子どもに対応し

た多様な学びの場も整備。

子ども・若者支援の取組は全国モデルに。

小中学校では1人1台の
タブレット

不登校の子どもを
支援する多様な学びの場

ワンストップで子どもを
支援する「いくしあ」

若者の活動拠点
「ユース交流センター」



保育所
市立
小学校

市立
中学校

公立
高校

病院
診療所

鉄道駅

1位 尼崎市 尼崎市 尼崎市 尼崎市 尼崎市 尼崎市

2位 伊丹市 伊丹市 伊丹市 伊丹市 芦屋市 神戸市

3位 芦屋市 芦屋市 西宮市 芦屋市 伊丹市 西宮市

住むにも働くにも適した尼崎

14

■市内の施設も充実！

市内は面積もコンパクトで、子育てに必要な様々な施設も

集積しています。

単位面積あたりの施設数（神戸市・阪神7市1町での比較）

※本市調べ
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子ども・子育てアクションプランの内容

15

このアクションプランは現時点における令和8年度までの構想を示したものです。

今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。

ー3年間で40のアクションに50億円の投資ー



子ども・子育ての３つの負担

16

■３つの負担軽減

子ども・子育てに伴う「経

済的負担」「時間的負担」

「心理的負担」の軽減を目

指します。

■3年間で50億円の投資

令和6年度から令和8年度の

3か年にわたり子ども・子育

て分野に新たに総額50億円

の集中投資を行います。

経済的負担

時間的負担 心理的負担

保育料

医療費

児童ホーム利用料

児童ホーム待機児童

煩雑な手続き

病児保育

保育所待機児童

家計の圧迫

一時預かり

職場の無理解

子どもの健康・発達

給食費

漠然とした不安

いじめ

子育てのいらいら

■子ども・子育ての負担軽減と集中投資

※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

※投資的経費を含みます。
※総額は現時点における3年間の目標を示したものであり、個別の事業の予算
については各年の予算編成において明示します。

妊婦健診 出産費用

制服代

産後ケア

不登校

塾・習い事



子ども・子育て ３つのサポートとプラス１

Ⅰ 家計をサポート！（経済的負担の軽減）

子育てにかかる経済的負担を軽減するため、様々な子育てに要す

る費用の低減や補助金の交付などを行います。

Ⅱ ゆとりをサポート！（時間的負担の軽減）

子育てにかかる時間的負担を軽減するため、ICTなどを活用し、

子育てにかかる諸手続きなどの効率化を図ります。

Ⅲ 安心をサポート！（心理的負担の軽減）

子育てにかかる心理的負担を軽減するため、子育てに関する不安

などを軽減する取組を実施します。

プラス１ 積極的な情報発信・まちの魅力化

子ども・子育てに関する積極的な情報発信を行うとともに、子育

てしやすいまちの魅力化に関する取組を実施します。

17 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。



Ⅰ 家計をサポート！

■保育料の引き下げ

阪神間他都市と比較して高額

となっている保育料区分の保

育料を阪神間他都

市水準以下に引き

下げます。

18 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■フリースクール等の

利用者への補助

不登校によりフリースクール

等に通所している児童生徒に

対して、その利用料

の一部を補助します。

■子どもの医療費助成の

18歳までの拡充

令和8年度までに子どもの医

療費助成を18歳

まで拡大します。

県内初

■その他
〇低所得世帯向け新生児聴覚検査の費

用助成の実施

〇低所得世帯向け初回産科受診の費用

助成の実施

〇妊婦健診の費用助成の拡充 など

R6実施

R6実施

（D10・D9階層）



Ⅱ ゆとりをサポート！（保育サービスの充実）

19 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■児童ホーム開所時間の

19時までの延長

保護者の多様な働き方に対応

するため、児童ホームの開所

時間を19時まで延長します。

■児童ホーム待機児童ゼロの実現

R8年度までに児童ホーム待機

児童ゼロを実現するため、空

き教室の利用や民間

児童ホームの増設に

取り組みます。

R6実施

■児童ホーム等への昼食配送

夏休み等の学校長期休業期間

中に児童ホーム等に昼食用弁

当を配送するサービ

スを導入し、家事負

担の軽減を図ります。

■保育所待機児童ゼロの実現

R8年度までに保育所待機児童

ゼロを実現するため、6か所

の保育所新設、保育

士の確保定着に向け

た取組を実施します。



Ⅱ ゆとりをサポート（ICTの活用）

20 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■学校等の諸手続きの

オンライン化

保育所、幼稚園、学校等での

諸手続きや欠席連絡などをオ

ンラインで行うことができる

ようシステムを整備します。

■母子手帳アプリの機能拡充

すでに導入している母子手帳

アプリの機能を拡充し、予防

接種のスケジュール管理や各

種セミナーの予約機能などを

付加します。

■児童ホーム等のWi-Fi整備

児童ホーム、こどもクラブで

児童がタブレット等を活用し

て、学習などができ

るようWi-Fiを整備し

ます。

R6実施

■児童ホームでの連絡

アプリ導入

児童ホームにおいて児童の入

退室管理や施設との

連絡などを行うシス

テムを導入します。

R6実施



Ⅲ 安心をサポート！（子育ての不安解消）

■産後ケア事業の拡充

出産した女性の休息や子育て

不安の解消のため、日帰りや

宿泊で休息できるサー

ビスを新設します。

21 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■こども家庭センター（仮称）

の設置

全ての妊産婦・子育て世帯・

子どもの包括的な相談支援等

を行う｢こども家庭センター｣

（仮称）を設置します。

■24時間子育て相談窓口の開設

R8年度の本市独自の児童相談

所の開設にあわせて、子育て

について24時間

電話相談可能な

窓口を設置します。

R6実施

R6実施

■子育て家庭のショート

ステイ事業の拡充

育児への不安や子育ての負担

を軽減するため、地域の里親

を活用したショートステイ事

業を実施します。

R6実施



Ⅲ 安心をサポート！（安心安全な学校）

■学校環境の整備・充実

児童生徒が安心した学校生活

を送ることができるようトイ

レの洋式化等学校環

境の整備を加速しま

す。

22 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■不登校の児童生徒の

支援施策の拡充

不登校の児童生徒のための

「学びの多様化学校」を設置

するとともに、全小中学校に

校内の居場所を整備します。

■スクールロイヤーの設置

学校でのいじめなどの諸問題

に迅速に対応できるよ

う弁護士をスクールロ

イヤーとして配置しま

す。

■スクールソーシャルワーカー

の全中学校区への配置

学校における福祉的な課題に

対応するため、全市立中学校

区に1名のスクールソーシャ

ルワーカーを配置します。

R6実施



プラス１ 積極的な情報発信・まちの魅力化

■図書館機能の充実

子どもや子育て世帯が利用し

やすい図書館を目指し、北図

書館の再整備や市全域での図

書館機能の充実を

行います。

23 ※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。

■企業等による育児休業

取得等の促進

入札等における育児休業取得

推進企業の加点等、市内企業

等による仕事と子育ての両立

に向けた取組を促進します。

■駅周辺での子育て情報等

の発信

駅周辺におけるエリアブラン

ディングにあわせて、子育て

などに関する情報の発信を行

います。

■子育て情報発信サイト

の作成

市内の子育てに関する情報

などを積極的に発信

するためのWEBサイ

トを作成します。

R6実施R6実施
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子ども・子育て ４０のアクション①

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

1 保育料の引き下げ ● ●

2 フリースクール等の利用者への補助 ● ●

3 子どもの医療費助成の18歳までの拡充 ● ●

4 低所得世帯向け新生児聴覚検査の費用助成の実施 ● ●

5 低所得世帯向け初回産科受診料の費用助成の実施 ● ●

6 妊婦健診の費用助成の拡充 ● ●

7 多子世帯向け負担軽減策の実施 ● ●

8 保育所待機児童ゼロの実現 ● ●

9 児童ホーム開所時間の延長 ● ●

10 児童ホーム待機児童ゼロの実現 ● ●

11 児童ホーム等への昼食配送 ● ●

12 育児休業中の児童ホーム利用条件の緩和 ● ●

13 母子手帳アプリの機能拡充 ● ●

14 児童ホームでの連絡アプリの導入 ● ●

15 保育所、幼稚園、学校の諸手続きのオンライン化 ● ●

※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。
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子ども・子育て ４０のアクション②

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

16 児童ホーム・こどもクラブのWi-Fi整備 ● ●

17 学校諸費と給食費の徴収システムの改善 ● ●

18 産後ケア事業の拡充 ● ●

19 24時間子育て相談窓口の開設 ● ●

20 スクールソーシャルワーカーの増員 ● ●

21 子どもに関する各種データ連携による支援の強化 ● ●

22 児童相談所の開設 ● ●

23 里親制度の普及・啓発、里親による支援の充実 ● ●

24 母子保健と児童福祉を一体的に対応するセンターの設置 ● ●

25 困難な状況にある子どもの居場所支援の実施 ● ●

26 里親を活用した子育て家庭のショートステイ事業の実施 ● ●

27 学校環境の整備・充実（トイレの洋式化等） ● ●

28 学校ICT環境の整備 ● ●

29 保育所における医療的ケア児の受入拡大 ● ●

30 スクールロイヤーの設置 ● ●

※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。
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子ども・子育て ４０のアクション③

No 項 目
３つのサポート＋１ 実施時期

家計 ゆとり 安心 プラス１ R6 R7以降

31 不登校児童生徒の校内居場所の設置 ● ●

32 「学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）」の設置 ● ●

33 日本語ボランティアの学校派遣の試行実施 ● ●

34 子育て情報発信サイトの作成 ● ●

35 図書館機能の充実（北図書館の再整備など） ● ●

36 屋内遊戯施設「Moooviあまがさき」等におけるイベントの充実 ● ●

37 都市公園の充実（インクルーシブ公園の整備など） ● ●

38 子育て世帯に向けた住宅確保の支援 ● ●

39 駅周辺での子育て情報等の発信 ● ●

40 企業等による育休取得等の促進 ● ●

※このアクションプランは現時点での構想を示したものであり、今後の社会状況の変化、政策調整等により追加、修正される場合があります。
※予算については議会の議決を経て、決定されます。



尼崎の現状

令和６年２月１９日

第３回 尼崎市子ども・子育て審議会

計画策定・推進部会 資料

資料3




